
（文部科学省, 2017）。島根県内においては, 平成29年度
の医療的ケア児数は58名で, 島根県の特別支援学校に在
籍している児童生徒数全体の5.8％を占めている（文部科
学省, 2017）。

島根県では平成29年3月に, 島根県教育庁特別支援教
育課が新たに「島根県立学校における医療的ケア実施体
制ガイドライン」を策定した。それによると, 島根県は
医療的ケアを「特別支援学校等に在籍する医療的支援を
必要とする児童生徒等に対し, 健康で快適な状態をサ
ポートするとともに生命の危機を防ぐための行為で, 医
師あるいは看護師による指導を受けた保護者が家庭に
おいて日常的に実施している内容に限定されるもの（施
設入所生等を含む）」と定義している。第3号研修を終え,
資格を有する教員が行える特定行為も, 県から認められ
た特定の対象児に対してのみに行なうことになる。

そして, 看護師の役割としては, ①医療的ケア実施者
としての役割, ②医療的ケア指導者としての役割, ③教
育者としての役割の三つが求められている（島根県立学
校における医療的ケア実施体制ガイドライン, 2017）。
文部科学省（2018）が学校における医療的ケアは教員と
看護師がそれぞれの専門性を生かしながら様々な場面
でサポートし合うことで, 双方がその専門性を発揮して
児童生徒の成長・発達を最大限に促すことができると述
べているように, 教育と医療の密接なつながりがなけれ
ば医療的ケア児への教育はなし得ない。

こうした中での課題の一つが, 教員と看護師との連携
である。山本ら（2019）は, 両者間で教育と医療の考え方
の違いが円滑な連携につながらず, 情報の共有がうまく

Ⅰ.はじめに
文部科学省（2019）によると, 医療的ケアの本質的な教

育意義は,「医療的ケア児の通学日数が増加し, 日々の授
業の継続性が保たれることで, 教育内容が深まったり,
教職員と医療的ケア児との関係性が深まったりするこ
と」である。そのための学校における医療的ケアに関す
る基本的な考え方として, ①医療的ケアにかかわる関係
者の役割分担, ②医療関係者との関係, ③保護者との関
係の三つの大切さが挙げられ, これを基に各学校は医療
的ケア児に対する教育に取り組んでいる。

また, 平成24年4月に改定された社会福祉士及び介護
福祉士法により, 教員ができる医療的ケアの行為は①口
腔内の喀痰吸引, ②鼻腔内の喀痰吸引, ③気管カニュー
レ内の喀痰吸引, ④胃ろう, 腸ろうによる経管栄養, ⑤経
鼻経管栄養の5つとなった。これらは認定特定行為業務

（以下, 特定行為）と呼ばれるもので一定の研修を受けて
行うことができる行為である。学校看護師（以下, 看護
師）は上記の教員が行える特定行為以外の医療行為を行
なっている。

特別支援学校及び小中学校における医療的ケアが必
要な幼児児童生徒数は増加傾向にある。平成29年度
においては全国で8,218名（特別支援学校の全在籍者の
6.0％）であり, 平成28年度の8,116名から102名増加して
いる。平成18年度の5,901名と比較しても増加している。
医療的ケアのために配置される看護師数も同様に, 平成
29年度は1,807名で, 前年度の1,665名よりも142名増加し
ており, 平成18年度の707名と比較しても増加している
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いかない実態を指摘している。教員は医療的ケアを教
育の機会ととらえ, 子どもとのコミュニケーションの場
となるよう働きかけているが, 看護師は医療を最優先に
考え医療的ケアに取り組む。

この両者の考え方の違いが連携を難しくしていると
推察される（斉藤・安井, 2018）。授業を念頭に置いてい
る教員と, 子どもの体調や健康を優先に考えている看護
師との間の連携の重要さが先行研究で示されている。

二つ目の課題は看護師の立場である。荒木（2013）は
医療的ケアをコミュニケーションとして活用すること
で, 子どもが親以外との人ともコミュニケーション関
係を構築することができるとする一方で, 斉藤・安井

（2018）は学校現場で行われる医療的ケアには教育と医
療の立場や関係性の曖昧さ, それに伴う看護師や教師の
不安や戸惑いが多くあるとしている。さらに, 喀痰吸引
など急を要する場合などは, 子どもの意思や反応を尊重
する余裕がないことも多く, 子どもが医療的ケアに対し
て受け身になってしまう場合がほとんどであるとも指
摘している。また, 山本ら（2019）によると, 教員と看護
師の両方が医療的ケアを行っている学校においては看
護師に期待されている役割の一つとして,「専門知識・資
料の提供」がある。高度な個別の対応が重要な医療的ケ
アにおいて看護師の役割がより幅広い場面で求められ
る。

三つ目の課題として, 教員が医療的ケアに対して消極
的な傾向がみられることである。梶原ら（2013）は特別
支援学校教員の約6割が特定行為を行う際に不安感を
感じていると報告している。一つのミスが医療的ケア
児にとって命を失うものになりかねず, 教員にとって医
療的ケアは負担が大きいものになっている。また盛岡・
松浦（2017）は, 医療的ケア児の保護者が感じる問題とし
て教員が医療的ケアに対して消極的な傾向があり, 児童
生徒の安全な教育環境と教育的なかかわりの減少に繋
がることを指摘している。また, 教員ができる医療的ケ
アが増えることで円滑に授業に取り組めて, 子どもの苦
痛の緩和にもつながることが期待されている（山本ら, 
2019）。

以上の課題から, 医療的ケアについて教育の観点から
とらえている教員の意識や困り感を把握することは医
療的ケアの質の向上だけでなく, 教育の質の向上や看護
師や保護者との有効な連携に繋がるものと思われる。

上記の特別支援学校における医療的ケアの背景を踏
まえて, 本研究では, 島根県内の医療的ケア児の在籍し
ている特別支援学校を対象に, 教員の医療的ケアに対す
る意識や日頃感じている課題を調査し医療的ケアの課
題や現場の意識を明らかにし, 医療的ケア児, 教職員, 看
護師にとってより良い医療的ケアの実施に役立てるこ
とを目的とする。

Ⅱ.方法
質問紙を作成し, アンケート調査を実施し, 結果を検

討する。

1 .調査対象者
島根県内の医療的ケア児の在籍している特別支援学校

3校の教職員（うち病弱部門2校, 肢体不自由部門1校）。

2 .調査期日
2019年11月1日～11月30日。

3 .調査方法
2018年度の報告書（全国医療的ケア児者支援協議会親

の部会, 全国肢体不自由特別支援学校PTA連合会：学校
内の医療的ケアに関する調査～中間報告～医療的ケア
児が学校で学べるために）や島根県立学校における医療
的ケア実施体制ガイドライン（2017）を基にアンケート
の原案を作成した。より現場に即した内容になるよう
に3校の管理職に内容の確認・助言を依頼した。完成し
たアンケートを各学校に送付し回収した。

質問紙の調査項目は次の2つの内容で構成した。
（1）医療的ケアに関する意識
前述の報告書やガイドラインを参考に作成した「医療

的ケア児とのかかわりについての意識」を問う6項目,
「校内の体制について」を問う8項目,「保護者との連携
について」を問う6項目,「医療的ケア児の主治医の病院
との連携について」を問う6項目,「現在, そしてこれか
らの医療的ケア児についての意識」を問う4項目, 合計
30項目を設定した。

回答方法として,「1：そう思わない」,「2：あまりそう
思わない」,「3：どちらともいえない」,「4：そう思う」,

「5：とてもそう思う」の5件法を用いた。
（2）個人の課題,職場の課題に順位をつける質問
医療的ケアを実施する際に感じる個人の課題と職場

の課題をそれぞれ9項目ずつ挙げ, その中からの優先順
位が高い順に1 ～ 3まで順位をつける質問を行なった。

4 .データの分析方法
医療的ケアに関する意識についての各質問項目の回

答を「1：あまりそう思わない」,「2：そう思わない」,「3：
どちらでもない」,「4：そう思う」,「5：とてもそう思う」
の形で得点化し, 集計を行い比較した。また因子分析
を行ない, 関連する因子を抽出した。また「認定特定行
為業務従事者資格の有無」と「教員歴（10年未満と10年
以上）」によってそれぞれ回答に違いがあるのかを調べ
るために対応のないt検定をおこなった。統計分析には
IBM社のSPSS　Satistics ver.25 を用いた。

Ⅲ.結果
1 .回答状況
アンケートの配布数はそれぞれの学校に40部ずつ, 3

校合計で120部配布した。回答が得られたのは合計101
部（回収率84％）であった。
2 .回答者の基本情報
回答者（101名）の男女比は, 男性が33名, 女性が66名

（無回答2名）で男性が約3割, 女性が約7割の構成比で
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あった。年代別にみると, 40才代女性が25名（24.7％）と
一番多く, 次いで50才代女性の23名（22.7％）, 30才代女
性の10名（9.9％）であった（20才代が一番少なく女性が7
名（6.9％）, 男性が3名（2.9％））。医療的ケア児と関わっ
た経験は, 40才代女性が25名（24.7％）と一番多く, 次い
で50才代女性が23名（22.7％）であった。資格保有者の
状況をTable1に示す。

（2）校内の体制について
問7から問14までの回答結果をFig. 2に示す。校内の

体制についての質問項目である。

特定行為の資格保有は男性7名 ,女性21名（合計28名,
回答者全体の28％）であった。回答者数で一番多かった
40才代女性（25名）の内, 特定行為の資格があるのは9名

（36％）で, 50才代女性（23名）では9名（39％）となり, 40
才代と50才代が全体で一番多く資格を保有していた（60
才代は0名）。資格がある男性教員は7名で男性教員の
21％で, 資格保有者全体（28名）の1/4（25％）であった。

3 .アンケートの回答結果
（1）医療的ケア児とのかかわりについて
「医療的ケア児とのかかわりについて」に関する質問

の回答結果（問1から問6まで）をFig. 1に示す。

Table1　資格保有者（28名）の内訳

Fig.1　医療的ケア児とのかかわりについて

Fig. 1に示すように, 多くの教員は医療的ケア児と
かかわる際, 不安を感じ目が離せないと感じている。

「問1 .医療的ケア児と関わる際に不安を感じる」では, 
約60％の教員が「そう思う」「とてもそう思う」と回答し
た。「問3 .子どもから片時も目が離せない」においても約
60％の教員が「そう思う」「とてもそう思う」と回答して
いた。また「問5 .緊急時の対応への負担感がある」で,  

「そう思う」「とてもそう思う」が60％で緊急時における
対応を負担に感じていた（問2 .は質問の意図が分かりに
くくなったため削除）。

Fig.2　校内の体制について

Fig. 2に示すように,「問7 .教員間で日々意思疎通を
図って教育活動に取り組むのが難しい」の質問では, 約
70％の教員が「そう思わない」「あまりそう思わない」と
回答し, 半数以上が教員間での意思疎通において問題は
ないと感じているようだ。また, 問8と問9からは, 医療
的ケア児を他の教員から引き受ける時の方が他の教員
に見てもらう時より不安が強かった。「問12.子どもの理
解について看護師とのずれを感じる（体調・実態把握な
ど）」では「そう思う」「とてもそう思う」と答えた教員は
少なく, 70％の教員はずれを感じていなかった。「問13.看
護師がいないと授業を進めにくい」では,「そう思う」「と
てもそう思う」と答えた教員が40％程度であった。また,

「問14.緊急時の（教員の）動きに不安がある」では「医療
的ケア児とのかかわりについて」の問と同様,不安に感
じている教員が50％を超えていた。

（3）保護者との連携について
問15 ～ 19までは保護者と教員の関係について, 問20

は保護者支援についての質問である（Fig. 3）。

Fig.3　保護者との連携について
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問15 ～ 19はどの質問においても「そう思う」「とても
そう思う」と答えた教員は10％以下で, 保護者との連携
に困難さを抱く教員は少なかった。一方「問20.保護者に
対する支援が不足している」では,「そう思う」「とてもそ
う思う」と答えた教員が約6割（57％）であった。

（4）医療的ケア児の主治医の病院との連携について
問21から問26まで, 医療的ケア児の主治医の病院との

連携についての質問である（Fig. 4）。

（6）自分の課題
この質問では, 教員が医療的ケアについて感じている

自分に関する課題に順位付けをおこなった。
教員が課題と思うことに1～3位の順位をつけた総人

数を示す（Fig. 6）。合計で一番多かったのは「医療的知
識」で, 次いで「緊急時の対応」,「子どもの実態の理解」
の順となった。しかし, 課題の順位に1位をつけたのが
最も多かったのは「子どもの実態の理解」であった。こ
の項目は1位と2位を合わせた回答数でも一番多かった。

Fig.5　現在,そしてこれからの医療的ケアについて

「問25.責任の所在（学校でできる処置, できない処置の
線引き）が曖昧である」では,「そう思う」「とてもそう思
う」と答えた教員は10％程度で少なかった。また「問26. 
緊急時の連携が心配である」においても ,「そう思う」

「とてもそう思う」と答えた教員は約3割（32％）で,「そ
う思わない」「あまりそう思わない」と答えた教員が約4
割（44％）であり, 比較的病院との連携は良好であった。

（5）現在,そしてこれからの医療的ケアについて
問27から問30までは「現在, そしてこれからの医療的

ケアについて」の質問項目である（Fig. 5）。

「問28.これからさらに医療的ケア児に対する教育の重
要性が高まってくる」では,「そう思わない」～「どちら
でもない」が6割以上（65％）で ,医療的ケアの関心度はあ
まり高くなかった。一方で「問29.何か制度を変えてケア
にかかわる人数を増やす必要がある」では, そう感じて
いる（「そう思う」「とてもそう思う」と答えた）教員が約
6割（58％）で, 実際に医療的ケアにかかわる教員一人ひ
とりの負担が大きい結果を示した。

Fig.6　自分の課題（人）

（7）職場の課題
この質問では, 教員が医療的ケアについて感じている

職場に対する課題に順位付けを行なった（Fig. 7）。
1位から3位の課題として一番多く挙げていたのは

「緊急時の対応」であった。二番目は「職員間のコミュニ
ケーション」で, この課題は1位と2位で挙げた人が一番
多かった。三番目は「専門職との連携」で, 次いで「勤務
の体制」「職場の人数」と環境面での課題が多かった。

Fig.7　職場の課題（人）

Fig.4　医療的ケア児の主治医の病院との連携について
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それぞれの因子について, 回答者の認定特定行為業務
従事者の資格の有無による意識の差, または教員歴（10
年未満と10年以上）による意識の差があるのかを確かめ
るため, それぞれ対応のないt検定を行った。（1）認定特
定行為業務従事者の資格の有無による意識の差（資格あ
り-資格なし）をTable3に,（2）教員歴による意識の差

（10年未満-10年以上）をTable4に示す。

（1） 認定特定行為業務従事者の資格の有無による
意識の差

4.質問項目の因子分析
30個の質問項目の「1：そう思わない」「2：あまりそう

思わない」「3：どちらでもない」「4：そう思う」「5：とて
もそう思う」という回答をそれぞれ1 , 2 , 3 , 4 , 5として
得点化し, 主因子法による因子分析を行った。その結果, 
因子数を3つに確定した（プロマックス回転法で, 3回の
分析）。第1因子を9項目, 第2因子を6項目, 第3因子を
5項目の計20項目を意識尺度の項目として抽出した。パ
ターン行列の表をTable2に示す。

第1因子は,「保護者とコミュニケーションをとるこ
とが難しい」「子どもを一時的に他の教員から引き受け
る際, 不安に感じる」「病院で医師, PTなどに意見（学校
での様子を踏まえたもの, 教育の視点からみたもの）を
主張しづらい」等から構成されており, これを「教員の意
識・課題」と命名した。

第2因子は「医師の要望に無理なものがある」「主治
医に信頼されていないと感じる」「子どもの理解につい
て看護師（専門職）との認識のずれを感じる（体調, 実態
等）」等の質問項目から構成されており, これを「医療・保
護者との連携」と命名した。

第3因子は「緊急時の対応などを迫られることに対す
る負担感がある」「緊急時の連携が心配である」「子ども
を一時的に見てもらうことに不安がある」等から構成

されており, これを「校内の連携」と命名した。

資格の有無で比較すると,「教員の意識・課題」「校内の
連携」では有意差はなく,「医療・保護者との連携」におい
て有意差を認めた。両者の平均値に約4点の差があり,
資格のない教員の方が資格のある教員に比べて外部と
の協力体制や連携に対してより課題を抱えていること
がわかった。

Table2　教員の意識項目の結果

Table3　各因子ごとの資格の有無による意識の差

（資格の有無による意識の差（資格あり-資格なし））
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（2） 教員歴による意識の差 必要がある」（Fig. 5）では, 約6割（57％）の教員が「そう
思う」「とてもそう思う」と回答した。多くの教員が医療
的ケアの現場では人手不足であると感じていた。教員
の増員が十分果たせない現状からは, 看護師との連携が
やはり大切になると思われる。看護師は教育職員とし
て学校で働くため, 教職員定数（公立義務教育諸学校の
学級編成及び教職員定数の標準に関する法律）の一人と
して数えられるが, 教育の場における看護への理解不足
が指摘されている（泊ら, 2012）。看護師は子どもが授業
を受けるために体調はどうか, 状態が悪化しないかを第
一に考えるため, 子どもに授業を受けさせることを念頭
におく教員と立場を超えて十分な情報共有や意見交換
が必要になるだろう。両者の連携を深めることが看護
師の学校における職場環境の改善に繋がる。

また, 学校での看護師の役割を保護者に伝えること
は, 看護師の待遇を改善する一つの策として重要とされ
る（泊ら, 20129）。保護者は実際に教室で誰がどのよう
に医療的ケアを行っているのかを見る機会が少ないの
で,取り組み状況を発信していけば看護師の役割に対す
る理解も深まると思われる。

（2）自分の課題
自分の課題として挙げたものは「医療的知識」が一番

多かった。山本ら（2019）は, 医療的ケア実施者として
の役割を自覚している教員自身は, 医療的知識を求めて
おり, 教員が看護師に果たしてほしい役割には,「専門知
識・資料の提供」「専門知識等に関する講義」を挙げてい
る。しかし, 本研究の結果では看護師と医療的な内容の
連携をとることがまだ十分な状況とは言えない。

順位1位と2位の課題で合わせて一番多かったのは
「子どもの実態の理解」であった。特に重度重複障害児
には「何よりも生命を維持し健康の保持を最優先する」,

「日々の健康状態の観察による本人の体調や安全面に十
分配慮された介助と指導」,「ごくわずかな表情や仕草の
変化を本人の意思表示として受け止められる力量」が求
められる（姉崎, 2009）。対象児童生徒の実態の捉えには,
健康面などの医療の側面が多く含まれるため, 教員は実
態の理解に難しさを感じている。一方, 本調査では「問
12. 子どもの理解について, 看護師（専門職）との認識の
ずれを感じる（体調, 実態等）」で, 教員は看護師とのずれ
を感じていないという結果であった。共有が十分なの
か, 逆にできていないかはこの結果からは判断できず,
今後の検討課題である。

（3）職場の課題
職場の課題の内, 順位1位と2位の課題で一番多かっ

たのは「職員間のコミュニケーション」であった。山本
ら（2019）は, 医療的ケアを実施している57名の教員のう
ち98.3％が医療的ケア実施に際しての看護師とのコミュ
ニケーションが取れていると報告している。本調査で
は「問7 .教員間で日々意思疎通を図って教育活動に取り
組むのが難しい」において,「そう思わない」「あまりそう

教員歴の差で比較すると, 教員歴10年未満の教員と10
年以上の教員との間に「医療・保護者との連携」「校内の
連携」では有意差はなく,「教員の意識・課題」において有
意差を認めた。教員歴10年未満の方が10年以上の教員
に比べて得点が低く（約2.6点の平均値の差）, 教員歴が
長いほど教員自身の課題の認識が高い結果となった。

Ⅳ.考察
1 .アンケート結果について
（1）医療的ケアに関する意識（問1～問30）
「問 1 .医療的ケア児と関わる際に不安を感じる」

（Fig. 1）では, 約6割の教員が不安を感じると回答した。
梶原ら（2013）が約6割の特別支援学校教員が特定行為
を行う際に不安感を感じていると報告しているが, 今回
の調査でも特定行為に限らず, 医療的ケア児と関わるこ
とそのものに対して教員が不安を感じていることがわ
かった。一方で「問3 .校内で見かけたら声をかけづらい」
の設問において「そう思わない」「あまりそう思わない」
と答えた教員が94％いた（Fig. 2）。このことから声をか
ける程度のかかわりであれば負担に感じないようであ
る。対象の児童生徒に直接関わる意識が強いほど不安
は高まることが示唆される。
「問12. 子どもの理解について, 看護師（専門職）との認

識のずれを感じる（体調, 実態等）」（Fig. 3）では、「そう思
う」と答えた教員が約6％で,「とてもそう思う」と答え
た教員はいなかった。山本ら（2019）は, 教育と医療の考
え方の違いが円滑な連携につながっておらず, そのため
に情報の共有がうまくいかないことなどを指摘してい
るが, 今回の調査では教員の意識として看護師と情報の
共有がうまくできているという結果になった。
「問21.病医院との連携において手続き上, 不便を感じ

る」（Fig.4）では,「そう思う」「とてもそう思う」と答えた
教員が約4割（35％）であった。学校は保護者と医療的
ケア児の主治医と学校医をつなげる役割がある。学校
で医療的ケアを実施するにあたって, 主治医意見書や医
療的ケア指示書などのやり取りがある。そこには, 医療
的ケアの内容や配慮事項, 実施範囲の指示などが記載さ
れている。医師の観点から見た対象児の普段の健康状
態や普段の様子（食事量の変化や生活リズム）など, 教員
が知りたい医療的な情報が増えれば, 教員と看護師間で
子どもの実態の把握の共有がより可能になると思われ
る。
「問29.何か制度を変えてケアにかかわる人数を増やす

Table4　各因子ごとの教員歴による意識の差

（教員歴による意識の差（10年未満-10年以上））

12 島根県内の特別支援学校教員の医療的ケアに対する意識と課題



有することは, 医療機関や保護者との連携を綿密にし,
より教育的に有意義で質の高い医療的ケアに繋がるで
あろう。

（3）校内の連携
この因子では教員歴の違いでも資格の有無でも有意

差はなかった。因子内の質問項目の多くは緊急時の対
応に関するものであった。教員が職場の課題として挙
げた数が一番多かった項目であるため, 全教職員共通の
課題であると思われる。

3 .今後に向けての課題
今回の研究で, 教員は医療的ケア児の緊急の対応場面

などの不安や負担感の高さを示した。また, 現場はまだ
人手不足であるという意識もあった。そのため, 今後医
療的ケアに携わる教員を育てる環境の充実が必要とな
る。校内において指導的立場にある教員が, 日常的に医
療的ケアに携わる教員に声をかけながら教員の育成を
図り, 個人の技術を向上させることが求められる。また,
教員と看護師が同じ子どもの実態把握をする場合でも,
看護師がどのような思いで子どもと関わっているのか

（特に医療的な視点）を知ることが重要となる。医療の
専門家ではない教員が医療的ケア児の教育を行う際に,
看護師の存在は重要であり ,看護師を増員することが難
しい現状においては,今後教員側の課題意識を高めてい
くことが必要である。

さらに学校内の体制として, 医療的な知見を得て教員
同士が専門性を高め合い, 医療的ケアの現状・課題をよ
り把握できる研修や, 看護師の意見を積極的に発信でき
るシステムが必要である。

謝辞
本研究を実施するにあたり, アンケート調査の実施に

協力してくださいました特別支援学校の教員の皆様に
深くお礼申しあげます。

思わない」と答えた教員が約7割（68％）と多く, 教員間
では概ねコミュニケーションが取れているが, 職場の課
題として3番目に多いのが「専門職との連携」であった
ことから, 教員以外の職種（看護師, 学校医, 養護教諭, 栄
養教諭）との連携が十分ではないことが分かった。また,
菅野ら（2018）は, 看護師が教師と連携・協働する際に困
難となる要因に, 情報に関する要因を挙げている。たと
えば「児童・生徒の状態をアセスメントするための病態
の情報が少ない」,「教員を介して情報が伝わる」,「教員
を介することで話が食い違う」,「健康状態に関する情報
を継続して得にくい」などである。授業は子どもが健康
な状態であることを前提にしており, 医療的ケア児で重
視されるものは医療的な視点（体調の変化などを見る観
点）である。大江ら（2014）も重度・重複障害児に対する
教育支援の際に状態像の把握や教材の工夫だけでなく,
情報共有や連携の重要さの大切さを述べている。医療
的な視点を教員が持ち, 看護師や多職種と連携すること
で職員間のコミュニケーションがより機能し「子どもの
実態の理解」やチームで取り組む意識の向上につながる
と考える。

2 .因子分析の結果
因子分析で抽出された3要因について述べる。

（1）教員の意識・課題
この因子では, 教員歴10年未満の教員と10年以上の教

員の間に有意差が認められた（Table4）。10年未満の教
員の方が10年以上の教員に比べて医療的ケアに対する
課題の認識が少なかった。このことは若い教員は現場
の経験が浅く, 医療的ケアの実践が少ないためと思われ
る。また, Table1にある通り, 資格が多いのは40才代, 50
才代の教員歴が長い教員であり, 医療的ケアの現場に
おいても40～50才代のベテランの教員が主に担ってお
り, 若手の教員は医療的ケアを担当する機会が少ないか
らかも知れない。そのために今回教員歴により有意差
が認められたと考えられる。教員歴の違いでは有意差
が認められたが, 資格の有無では差は認められなかった

（Table3）。資格の有無に関わらず医療的ケアに関する
個人の課題や意識は教員歴によって深まっていくもの
ではないかと思われた。

（2）医療・保護者との連携
この因子においては, 特定行為の資格の有無による有

意差が認められた（Table3）。このことは資格のない教
員の方が資格のある教員より医療・保護者との連携にお
いて負担に感じていると言える。資格のある教員は保
護者との連携の知見や課題意識が高いことが示唆され
る。

また, 教員歴10年未満の教員と10年以上の教員との間
に有意差はなかった（Table4）。資格のない教員が医療
的ケア児の教育に関して医療機関や家庭とやり取りを
する不安は, 資格を取得し知識を獲得することにより少
なくなると思われる。そのため, 多くの教員が資格を保
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